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５－１ 武力攻撃事態等における国民の保護のための措置に関する法律による

救援の程度及び方法の基準 

 

平成１６年厚生労働省告示第３４３号 

 

武力攻撃事態等における国民の保護のための措置に関する法律施行令（平成16年政令第

275号）第10条第１項の規定に基づき、武力攻撃事態等における国民の保護のための措置に

関する法律による救援の程度及び方法の基準を次のとおり定め、平成16年９月17日から適用

する。 

武力攻撃事態等における国民の保護のための措置に関する法律による救援の程度及び方

法の基準 

（救援の程度及び方法） 

第１条 武力攻撃事態等における国民の保護のための措置に関する法律施行令（平成16年政

令第275号。以下「令」という。）第10条第１項（令第52条において準用する場合を含む。）

の規定による救援の程度及び方法の基準は、武力攻撃事態等における国民の保護のための

措置に関する法律（平成16年法律第112号。以下「法」という。）第75条第１項各号及び

令第９条各号に掲げる救援の種類ごとに、次条から第13条までに定めるところによる。 

２ 前項の基準によっては救援の適切な実施が困難な場合には、厚生労働大臣が特別の基準

（次において「特別基準」という。）を定める。 

３ 救援を実施する都道府県知事（地方自治法（昭和22年法律第67号）第252条の19第１項

の指定都市においては、その長）は、第１項の基準によっては救援の適切な実施が困難な

合には、厚生労働大臣に対し、特別基準の設定について意見を申し出ることができる。  

 （収容施設の供与） 

第２条 法第75条第１項第１号の収容施設（応急仮設住宅を含む。）の供与は、次の各号に

掲げる施設ごとに、当該各号に定めるところにより行うこととする。 

１ 避難所 

イ 避難住民（法第52条第３項に規定する避難住民をいう。）又は武力攻撃災害（法

第２条第４項に規定する武力攻撃災害をいう。以下同じ。）により現に被害を受け、

若しくは受けるおそれのある者（以下「避難住民等」という。）を収容するもので

あること。 

  ロ 原則として、学校、公民館等既存の建物を利用すること。ただし、これら適当な建

物を利用することが困難な場合は、野外に仮小屋を設置し、又は天幕の設営により実

施すること。 

  ハ 避難所の設置、維持及び管理のための賃金職員等雇上費、消耗器材費、建物の使用

謝金、器物の使用謝金、借上費又は購入費、光熱水費並びに仮説便所等の設置費は、

１人１日当たり300円（冬季（10月から３月までの期間をいう。以下同じ。）につい
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ては、別に定める額を加算した額）の範囲内とすること。ただし、福祉避難所（高齢

者、障害者等（以下「高齢者等」という。）であって避難所での生活において特別な

配慮を必要とするものを収容する避難所をいう。）を設置した場合は、当該地域にお

いて当該特別な配慮のために必要な通常の実費を加算することができること。 

ニ 収容する期間が長期にわたる場合又は長期にわたるおそれがある場合には、長期

避難住宅を設置し、これに収容することができることとし、一戸当たりの規模及び

避難住民等の収容のため支出できる費用は、次に掲げるところによる。 

(1) 一戸当たりの規模は、２９.7平方メートルを標準とし、その設置のための費用

は2,326,000円以内とすること。 

(2) 長期避難住宅の設置、維持及び管理のための賃金職員等雇上費、消耗器材費、

器物の使用謝金、借上費又は購入費並びに光熱水費は、１人１日当たり300円（冬

季については、別に定める額を加算した額）の範囲内とすること。 

ホ 長期避難住宅を同一敷地内又は近接する地域内におおむね50戸以上設置した場合

は、居住者の集会等に利用するための施設を設置できることとし、１施設当たり規

模及びその設置のため支出できる費用は、別に定めるところによること。 

ヘ 老人居宅介護等事業等を利用しやすい構造及び設備を有し、高齢者等であって日

常の生活上特別な配慮を要する複数のものを収容する施設を長期避難住宅として設

置できること。 

ト 長期避難住宅の設置に代えて、賃貸住宅、宿泊施設等の居室の借上げを実施し、

これらに収容することができること。  

チ 法第89条第３項の規定により準用される建築基準法（昭和25年法律第201号）第85

条第１項本文、第３項及び第４項並びに景観法（平成16年法律第110号）第77条第１

項、第３項及び第４項並びに法第131条の規定により準用される特定非常災害の被害

者の権利利益の保全等を図るための特別措置に関する法律（平成８年法律第85号）

第２条及び第７条の規定は、長期避難住宅について適用があるものとする。  

 ２ 応急仮説住宅 

イ 避難の指示が解除された後又は武力攻撃災害により新たに被害を受けるおそれが

なくなった後、武力攻撃災害により住家が全壊、全焼又は流失し、居住する住家が

ない者であって、自らの資力では住家を得ることができないものを収容するもので

あること。 

ロ 一戸当たりの規模は、２９.7平方メートルを標準とし、その設置のための費用は、

2,326,000円以内とすること。 

ハ 前号ホからチまでの規定は、応急仮設住宅について準用する。 

（炊き出しその他による食品の給与及び飲料水の供給） 

第３条 法第75条第１項第２号の炊き出しその他による食品の給与及び飲料水の供給は、次

の各号に掲げる救援ごとに、当該各号に定めるところにより行うこととする。 
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１ 炊き出しその他による食品の給与 

イ 避難所（長期避難住宅を含む。以下同じ。）に収容された者、武力攻撃災害によ

り住家に被害を受けて炊事のできない者及び避難の指示（法第54条第２項に規定す

る避難の指示をいう。以下同じ。）に基づき又は武力攻撃災害により住家に被害を

受け避難する必要のある者に対して行うものであること。 

ロ 被災者が直ちに食することができる現物によるものとすること。  

ハ 炊き出しその他による食品の給与を実施するため支出できる費用は、主食、副食

及び燃料等の経費として１人１日当たり1,010円以内とすること。 

２ 飲料水の供給  

イ 避難の指示に基づく避難又は武力攻撃災害により現に飲料水を得ることができな

い者に対して行うものであること。  

ロ 飲料水の供給を実施するため支出できる費用は、水の購入費のほか、給水又は浄

水に必要な機械又は器具の借上費、修繕費及び燃料費並びに薬品又は資材の費用と

し、当該地域おける通常の実費とすること。  

（被服、寝具その他生活必需品の給与又は貸与） 

第４条 法第75条第１項第３号の被服、寝具その他生活必需品の給与又は貸与（以下「生活

必需品の給与等」という。）は、次の各号に定めるところにより行うこととする。 

１ 避難の指示に基づく避難又は武力攻撃災害により、生活上必要な被服、寝具その他

生活必需品を喪失又は損傷し、直ちに日常生活を営むことが困難な者に対して行うも

のであること。  

 ２ 被害の実情に応じ、次に掲げる品目の範囲内において現物をもって行うこと。 

イ 被服、寝具及び身の回り品 

ロ 日用品 

ハ 炊事用具及び食器 

ニ 光熱材料 

３ 生活必需品の給与等のため支出できる費用は、季別及び世帯区分により１世帯当た

り次にげる額の範囲内とすること。この場合においては、季別は、夏季（４月から９

月までの期をいう。以下同じ。）及び冬季とし、生活必需品の給与等を行う日をもっ

て決定すること。 

 

季別 １人世帯

の額 

２人世帯

の額 

３人世帯

の額 

４人世帯

の額 

５人世帯

の額 

世帯員数が６人以上１

人を増すごとに加算す

る額 

夏季 17,300円 22,300円 32,800円 39,300円 49,800円 7,300円 

冬季 28,600円 37,000円 51,600円 60,500円 75,900円 10,400円 
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４ 避難の指示が長期にわたって解除されない場合又は武力攻撃災害が長期にわたって

継続している場合は、必要に応じ前号に掲げる額の範囲内で再び実施することができ

ること。 

（医療の提供及び助産）  

第５条 法第75条第１項第４号の医療の提供及び助産は、次の各号に定めるところにより行

うこととする。 

１ 医療の提供  

イ 避難の指示に基づく避難又は武力攻撃災害により医療の途を失った者に対して、

応急的に処置するものであること。 

ロ 救護班において行うこと。ただし、急迫した事情があり、やむを得ない場合は、

病院若しくは診療所又は施術所（あん摩マッサージ指圧師、はり師、きゆう師等に

関する法律（昭和22年法律第217号）又は柔道整復師法（昭和45年法律第19号）に規

定するあん摩マツサージ指圧師、はり師、きゆう師又は柔道整復師(以下「施術者」

という。)がその業務を行う場所をいう。以下同じ。）において医療（施術者が行う

ことができる範囲の施術を含む。）を行うことができること。 

ハ 次の範囲内において行うこと。  

   (1) 診療 

(2) 薬剤又は治療材料の支給  

(3) 処置、手術その他の治療及び施術 

(4) 病院又は診療所への収容  

(5) 看護 

ニ 医療の提供のため支出できる費用は、救護班による場合は使用した薬剤、治療材

料、破損した医療器具の修繕費等の実費とし、病院又は診療所による場合は国民健

康保険の診療報酬の額以内とし、施術所による場合は協定料金の額以内とすること。 

２ 助産  

イ 避難の指示に基づく避難又は武力攻撃災害により助産の途を失った者に対して行

うものであること 

ロ 次の範囲内において行うこと。 

(1)分べんの介助 

(2)分べん前及び分べん後の処置  

   (3)脱脂綿、ガーゼその他の衛星材料の支給 

  ハ 助産のため支出できる費用は、救護班等による場合は使用した衛生材料等の実費と

し、助産師による場合は慣行料金の100分の80以内の額とすること。 

 （被災者の捜索及び救出） 

第６条 法第75条第１項第５号の被災者の捜索及び救出は、次の各号に定めるところにより

行うこととする。 
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１ 避難の指示が解除された後又は武力攻撃により新たに被害を受けるおそれがない場

合、武力攻撃災害により、現に生命若しくは身体が危険な状態にある者又は生死不明

の状態にある者を捜索し、又は救出するものであること。 

 ２ 被災者の捜索及び救出のため支出できる費用は、舟艇その他救出のための機械、器具

等の借上費又は購入費、修繕費及び燃料費として当該地域における通常の実費とするこ

と。 

（埋葬及び火葬） 

第７条 法第75条第１項第６号の埋葬及び火葬は、次の各号に定めるところにより行うこと

とする。 

１ 武力攻撃災害の際死亡した者について、死体の応急的処理程度のものを行うもので

あること。 

２ 原則として、棺又は棺材の現物をもって、次の範囲内において行うこと。 

イ 棺（附属品を含む。） 

ロ 埋葬又は火葬（賃金職員等雇上費を含む。） 

ハ 骨つぼ及び骨箱 

３ 埋葬のため支出できる費用は、１体当たり大人193,000円以内、小人154,400円以内

とすること。  

（電話その他の通信設備の提供）  

第８条 法第75条第１項第７号の電話その他の通信設備の提供は、次の各号に定めるところ

により行うこととする。 

１ 避難の指示に基づく避難又は武力攻撃災害により、通信手段を失った者に対して行

うものであること。 

２ 電話、インターネットの利用を可能とする通信端末機器その他必要な通信設備を第

２条第１号に規定する避難所に設置し、これらの設備を避難住民等に利用させること

により行うものであること。 

３ 電話その他の通信設備の提供のため支出できる費用は、消耗器材費、器物の使用謝

金、借上費又は購入費、必要な通信設備の設置費及び通信費として当該地域における

通常の実費とすること。 

 （武力攻撃災害を受けた住宅の応急修理） 

第９条 法第75条第１項第８号の規定に基づく令第９条第１号の武力攻撃災害を受けた住

宅の応急修理は、次の各号に定めるところにより行うこととする。 

１ 避難の指示が解除された後又は武力攻撃災害により新たに被害を受けるおそれがな

くなった後、武力攻撃災害により住家が半壊又は半焼し、自らの資力では応急修理を

することができない者に対して行うものであること。  

 ２ 居室、炊事場、便所等日常生活に必要最小限度の部分に対し、現物をもって行うもの

とし、その修理のために支出できる費用は、１世帯当たり50万円以内とすること。 
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（学用品の給与） 

第１０条 法第７５条第１項第８号の規定に基づく令第９条第２号の学用品の給与は、次の

各号定めるところにより行うこととする。 

１ 避難の指示に基づく避難又は武力攻撃災害により、学用品を喪失又は損傷し、就学

上支障のある小学校児童（特別支援学校の小学部児童を含む。以下同じ。）、中学校

生徒（中等教育学校の前期課程及び特別支援学校の中学部生徒を含む。以下同じ。）

及び高等学校等生徒（高等学校（定時性の課程及び通信制の課程を含む。）、中等教

育学校の後期課程（定時制の課程及び通信制の課程を含む。）、特別支援学校の高等

部、高等専門学校、専修学校及び各種学校の生徒をいう。以下同じ。）に対して行う

ものであること。 

２ 被害の実情に応じ、次に掲げる品目の範囲内において現物をもって行うこと。  

イ 教科書  

ロ 文房具  

ハ 通学用品  

３ 学用品の給与のため支出できる費用は、次の額の範囲内とすること。 

イ 教科書代 

(1) 小学校児童及び中学校生徒 教科書の発行に関する臨時措置法（昭和23年法律

第132号）第２条第１項に規定する教科書及び教科書意外の教材で、教育委員会に

届け出、又はその承認を受けて使用している教材を給与するための実費 

(2) 高等学校等生徒 正規の授業で使用する教材を給与するための実費 

ロ 文房具費及び通学用品費 

(1) 小学校児童 １人当たり 4,100円 

(2) 中学校生徒 １人当たり 4,400円  

(3) 高等学校等生徒 １人当たり 4,800円 

４ 避難の指示が長期にわたって解除されない場合又は武力攻撃災害が長期にわたって

継続している場合は、必要に応じ前号に掲げる額の範囲内で再び実施することができ

ること。 

（死体の捜索及び処理） 

第１１条 法第75条第１項第８号の規定に基づく令第９条第３号の死体の捜索及び処理は、

次の各号に掲げる救援ごとに、当該各号定めるところにより行うこととする。 

１ 死体の捜索  

イ 避難の指示が解除された後又は武力攻撃により新たに被害を受けるおそれがない

場合、武力攻撃災害により現に行方不明の状態にあり、かつ、各般の事情によりす

でに死亡していると推定される者に対して行うものであること。 

ロ 死体の捜索のため支出できる費用は、舟艇その他捜索のための機械、器具等の借

上費又は購入費、修繕費及び燃料費として当該地域における通常の実費とすること。 
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２ 死体の処理 

イ 武力攻撃災害の際死亡した者について、死体に関する処理（埋葬を除く）を行う

ものであること。 

ロ 次の範囲内において行うこと。 

(1) 死体の洗浄、縫合、消毒等の処置 

(2) 死体の一時保存  

(3) 検案 

ハ 検案は、原則として救護班において行うこと。 

ニ 死体の処理のため支出できる費用は、次に掲げるところによること。 

(1) 死体の洗浄、縫合、消毒等の処理のための費用は、１体当たり3,300円以内とす

ること。 

(2) 死体の一時保存のための費用は、死体を一時収容するための既存の建物を利用

する場合は、当該施設の借上費について通常の実費とし、既存の建物を利用でき

ない場合は１体当たり5,000円以内とすること。この場合において、死体の一時保

存にドライアイスの購入費等の経費が必要であるときは、当該地域における通常

の実費を加算することができること 

(3) 救護班において検案をすることができない場合は、当該地域の慣行料金の額以

内とすること。  

（武力攻撃災害によって住居又はその周辺に運ばれた土石、竹木等で、日常生活に著し

い支障しているものの除去） 

第１２条 法第75条第１項第８号の規定に基づく令第９条第４号の武力攻撃災害によって

住居又はその周辺に運ばれた土石、竹木等で、日常生活に著しい支障を及ぼしているもの

（以下「障害物」という。）の除去は、次の各号に定めるところにより行うこととする。 

１ 避難の指示が解除された後又は武力攻撃災害により新たに被害を受けるおそれがな

くなった後、居室、炊事場等生活に欠くことのできない場所又は玄関に障害物が運ば

こまれているため一時的に居住できない状態にあり、かつ、自らの資力では、当該障

害物を除去することができない者に対して行うものであること。 

２ 障害物の除去のため支出できる費用は、ロープ、スコップその他除去のため必要な

機械、器具等の借上費又は購入費、輸送費、賃金職員等雇上費等とし、１世帯当たり

137,000円以内とすること。  

（救援のための輸送費及び賃金職員等雇上費）  

第１３条 法第75条第１項各号に掲げる救援を実施するに当たり必要な場合は、救援のため

輸送費及び賃金職員等雇上費を支給することができる。 

１ 救援のための輸送費及び賃金職員等雇上費として支出できる範囲は、次に掲げる場

合とすること。  

イ 飲料水の供給 
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ロ 医療の提供及び助産  

ハ 被災者の捜索及び救出 

ニ 死体の捜索及び処理  

ホ 救済用物資の整理配分 

２ 救援のため支出できる輸送費及び賃金職員等雇上費は、当該地域における通常の実

費とすること。 
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５－２ 武力攻撃事態等における安否情報の収集及び報告の方法並びに安否情

報の照会及び回答の手続その他の必要な事項を定める省令  

 

（平成１７年総務省令第４４号） 

 

（安否情報の収集方法）  

第１条 武力攻撃事態等における国民の保護のための措置に関する法律（平成１６年法律第

１１２号。以下「法」という。）第９４条第１項及び第２項（法第１８３条において準

用する場合を含む。）の規定による安否情報の収集は、避難住民又は武力攻撃災害によ

り負傷した住民については様式第１号を、武力攻撃災害により死亡した住民については

様式第２号を用いて行うものとする。ただし、やむを得ない場合は、地方公共団体の長

が適当と認める方法によることができる。  

 （安否情報の報告方法）  

第２条 武力攻撃事態等における国民の保護のための措置に関する法律施行令（平成１６年

政令第２７５号。以下「令」という。）第２５条第２項（令第５２条において準用する

場合を含む。）の総務省令で定める方法は、法第９４条第１項及び第２項（法第１８３

条において準用する場合を含む。）に規定する安否情報を様式第３号により記載した書

面（電子的方式、磁気的方式その他人の知覚によっては認識することができない方式で

作られる記録を含む。以下同じ。）の送付とする。ただし、事態が急迫している場合そ

の他この方法によることができない場合には、口頭、電話その他の方法によることがで

きる。  

 （安否情報の照会方法）  

第３条 法第９５条第１項（法第１８３条において準用する場合を含む。次条において同

じ。）の規定による安否情報の照会は、令第２６条第１項（令第５２条において準用す

る場合を含む。）に規定する事項を様式第４号により記載した書面を総務大臣又は地方

公共団体の長に提出することにより行うものとする。ただし、安否情報の照会を緊急に

行う必要がある場合、安否情報について照会をしようとする者が遠隔の地に居住してい

る場合その他この方法によることができない場合には、口頭、電話その他の方法による

ことができる。  

２ 法第９５条第１項（法第１８３条において準用する場合を含む。次条において同じ。）

の規定により安否情報の照会をする者は、前項により提出した書面に記載されている氏

名及び住所又は居所と同一の氏名及び住所又は居所が記載されている運転免許証、健康

保険の被保険証、外国人登録証明書、住民基本台帳法（昭和４２年法律第８１号）第３

０条の４４第１項に規定する住民基本台帳カードその他法律又はこれに基づく命令の規

定により交付された書類であって当該安否情報を照会する者が本人であることを確認す

るみに足りるものを提示し、又は提出しなければならない。ただし、やむを得ない理由
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により、当該書類を提示し、若しくは提出することができない場合又は前項ただし書き

の場合にあっては、当該安否情報を照会する者が本人であることを確認するために総務

大臣又は地方公共団体の長が適当と認める方法によることができる。  

３ 前項ただし書の場合において、総務大臣及び地方公共団体の長が安否情報を照会する者

が本人であることを確認するために必要があると認めるときは、関係地方公共団体の長

に対し、必要な資料の提供を求めることができる。  

 （安否情報の回答方法）  

第４条 法第９５条第１項の規定による安否情報の回答は、安否情報の照会に係る者が避難

住民に該当するか否か及び武力攻撃災害により死亡し又は負傷した住民に該当するか否

かの別その他必要な事項を様式第５号により記載した書面を交付することにより行うも

のとする。ただし、事態が急迫している場合その他この方法によることができない場合

には、口頭、電話その他の方法によることができる。  

 （安否情報の提供）  

第５条 総務大臣は、全ての都道府県知事又は市町村（特別区を含む。以下同じ。）の長が

法第９５条第１項の規定に基づく安否情報の回答を行うことができるようにするため、

法第９４条第２項の規定により報告を受けた安否情報のうち当該回答に必要な情報を、

都道府県知事及び市町村の長に対し、書面により提供することとする。  

附 則 

この省令は、平成１７年４月１日から施行する。  

附 則 

この省令は、平成１８年４月１日から施行する。ただし、本則に１条を加える改正規定及

び附則第２条の別表の改正規定のうち第５条に係る部分については、平成１９年４月１日か

ら施行する。  
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様式第1号（第1条関係）  

安否情報収集様式（避難住民・負傷住民）  

                     記入日時（    年   月   日  時  分） 

①氏名    

②フリガナ    

③出生の年月日   年    月    日  

④男女の別  男         女  

⑤住所（郵便番号を含む。）  〒  

⑥国籍  日 本    その他（     ）  

⑦その他個人を識別するための情報    

⑧負傷（疾病）の該当  負  傷      非 該 当  

⑨負傷又は疾病の状況    

⑩現在の居所    

⑪連絡先その他必要情報    

⑫親族・同居者からの照会があれば、①～⑪を回答す

る予定ですが、回答を希望しない場合は、○で囲ん

で下さい。 

回 答 を 希 望 し な い  

⑬知人からの照会があれば①⑦⑧を回答する予定で

すが、回答を希望しない場合は、○で囲んで下さい。
回 答 を 希 望 し な い  

⑭①～⑪を親族・同居者・知人以外の者からの照会に

対する回答又は公表することについて、同意するか

どうか○で囲んで下さい。  

同 意 す る  

  

同 意 し な い  

※備考  

(注1) 本収集は、国民保護法第９４条第1項の規定に基づき実施するものであり、個人情報

の保護に十分留意しつつ、上記⑫～⑭の意向に沿って同法第９５条第１項の規定に基

づく安否情報の照会に対する回答に利用します。また、国民保護法上の救援（物資、

医療の提供等）や避難残留者の確認事務のため、行政内部で利用することがあります。

さらに、記入情報の収集、パソコンの入力、回答等の際に企業や個人に業務委託する

場合があります。  

(注2) 親族・同居者・知人であるかの確認は、申請書面により形式的審査を行います。また、

知人とは友人、職場関係者、近所の者及びこれらに類する者を指します。  

(注3)「③出生の年月日」欄は元号表記により記入してください。  

(注4) 回答情報の限定を希望する場合は、備考欄にご記入願います。  
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様式第２号（第1条関係）  

安否情報収集様式（死者住民）  

                     記入日時（    年   月   日  時  分）  

①氏名    

②フリガナ    

③出生の年月日   年    月     日  

④男女の別  男          女  

⑤住所（郵便番号を含む。）  〒  

⑥国籍  日 本    その他（        ） 

⑦その他個人を識別するための情報    

⑧死亡の日時、場所及び状況    

⑨遺体が安置されている場所    

⑩連絡先その他必要情報    

⑪①～⑩を親族・同居者・知人以外の者からの照会に

対する回答することについて、同意するかどうか○

で囲んで下さい。  

同 意 す る  

  

同 意 し な い  

※備考  

(注1) 本収集は、国民保護法第９４条第1項の規定に基づき実施するものであり、親族･知人

については、個人情報の保護に十分留意しつつ、原則として親族･同居者･知人からの

照会があれば回答するとともに、上記⑪の意向に沿って同法第９５条第１項の規定に

基づく安否情報の照会に対する回答に利用します。また、国民保護法上の救援（物資、

医療の提供等）や避難残留者の確認事務のため、行政内部で利用することがあります。

さらに、記入情報の収集、パソコンの入力、回答等の際に企業や個人に業務委託する

場合があります。  

(注2) 親族・同居者・知人であるかの確認は、申請書面により形式的審査を行います。また、

知人とは友人、職場関係者、近所の者及びこれらに類する者を指します。  

(注3)「③出生の年月日」欄は元号表記により記入してください。  

(注4) 回答情報の限定を希望する場合は、備考欄にご記入願います。  

⑪の同意回答者名   連絡先   

同意回答者住所   続柄    

(注5) ⑪の回答者は、配偶者又は直近の直系親族を原則とします。  



              

              

              

              

              

              

              

              

              

              

              

              

様式第３号(第２条関係) 

安 否 情 報 報 告 書 

 

 
報告日時：  年  月  日  時  分 

市町村名：        担当者名：     

 

①氏 名 ②フリガナ
③出生の 

年月日 

④男女

の別 
⑤住 所 ⑥国籍

⑦その他の個

人を識別する

ための情報 

⑧負傷（疾病）

の該当 

⑨負傷又は疾

病の状況 
⑩現在の居所

⑪連絡先 

その他の必要情

報 

⑫親族・同居者へ

の回答の希望 

⑬知人への回答

の希望 

⑭親族・同居者・

知人以外の者へ

の回答又は公表

の同意 

備考 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

     ５ ⑫～⑭の希望又は同意欄には、安否情報の提供に係る希望又は同意について｢有｣又は「無」と記入願います。この場合において、当該希望又は同意について 

     ４ 武力攻撃災害により死亡した住民にあっては、「⑨負傷又は疾病の状況」欄に「死亡」と記入した上で、加えて「死亡の日時、場所及び状況」を記入し、 

「⑩現在の居所」欄に「遺体の安置されている場所」を記入すること。 

      特段の条件がある場合は、当該条件を「備考」欄に記入すること。 

     ３ 「⑥国籍」欄は日本国籍を有しないものに限り記入すること。 

     ２ 「③出生の年月日」欄は元号表記により記入すること。 

備 考  １ この用紙の大きさは、日本工業規格Ａ４とすること。 

 

 

AL40
テキストボックス
5-2-5
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様式第４号（第３条関係）  

安  否  情  報  照  会  書  

年   月   日

  総務大臣  

 (都道府県知事) 

   (市町村長) 

                               申請者 

                              住所（居所）             

                       氏名                 

 
下記の者について、武力攻撃事態等における国民の保護のための措置に関する法律第９５条

第１項の規定に基づき、安否情報を照会します。 

照会をする理由 

（○を付けて下さい。③の場

合、理由を記入願います。） 

①被照会者の親族又は同居者であるため。 

②被照会者の知人(友人、職場関係者及び近隣住民)であるため。
③その他 
 （                       ） 

備     考  

氏    名 
 

フ リ ガ ナ 
 

出生の年月日 
 

男 女 の 別 
 

被   

照 

会

者

を

特

定

す

る

た

め

に 
住    所 

 

必

要 
国    籍 

(国籍を有しない者に限る) 
     日本      その他（        ） 

な

事

項 

その他個人を識別 

するための情報 
 

※ 申請者の確認  

※ 備    考  

備考 １ この用紙の大きさは、日本工業規格Ａ４とすること。 

    ２ 法人その他の団体にあっては、その名称、代表者の氏名及び主たる事務所の所 

在地を記入願います。  

３ 「出生の年月日」欄は、元号表記により記入願います。 

     ４ ※印の欄には記入しないでください。 
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様式第５号（第４条関係）  

安  否  情  報  回  答  書  

年   月   日

   

                     殿 

                                              総務大臣  

                                           (都道府県知事) 

                                             (市町村長)  

   

    年  月  日付けで照会があった安否情報について、下記のとおり回答します。

 

避難住民に該当するか否かの別 
   

武力攻撃災害により死亡し又は負

傷した住民に該当するか否かの別 
 

氏    名  

フ リ ガ ナ  

出生の年月日  

男 女 の 別  

 

 

  

 

 

被 

    

照 
住    所  

会 
国    籍 

(国籍を有しない者に限る) 
     日本     その他（        ） 

者 
その他個人を識別 

するための情報 
 

 現在の居所  

 負傷又は疾病の状況  

 連絡先その他必要情報  

備考 １ この用紙の大きさは、日本工業規格Ａ４とすること。 

   ２ 「避難住民に該当するか否かの別」欄には「該当」又は「非該当」と記入し、「武力

攻撃災害により死亡し又は負傷した住民に該当するか否かの別」欄には「死亡」、「負

傷」又は「非該当」と記入すること。  

３ 「出生の年月日」欄は、元号表記により記入すること。 

     ４ 武力攻撃災害により死亡した住民にあっては、「負傷又は疾病の状況」欄に「死亡」

と記入した上で、加えて「死亡の日時、場所及び状況」を記入し、「居所」欄に「遺体

が安置されている場所」を記入すること。 

   ５ 安否情報の収集時刻を「連絡先その他必要情報」に記入すること。 
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５－３ 神奈川県広域火葬計画 

 

第１ 総則 

１ 目的 

この計画は、神奈川県地域防災計画及び神奈川県医療救護計画に定められた

埋・火葬対策の円滑な実施及び遺体の適正な取扱いを確保するため、県、市町

村及び火葬場設置者が行うべき基本的事項を定め、もって被災市町村における

公衆衛生の確保及び遺族等の精神的安寧を図ることを目的とする。 

２ 定義 

この計画に置いて「広域火葬」とは、大規模災害により被災市町村が平常時

に使用している火葬場の火葬能力だけでは、当該市町村内の遺体の火葬を行う

ことが不可能となった場合（当該火葬場が被災して稼働できなくなった場合を

含む。）において、被災地の周辺の火葬場を活用して広域的に火葬を行うこと

をいう。 

３ 基本方針 

県、市町村及び火葬場設置者は、大規模災害により広域火葬が必要になった

場合は、この計画に基づき広域火葬を実施するとともに遺体の取扱いに配慮す

るものとする。 

４ 災害時相互応援協定との関連性 

この計画は、災害対策基本法（以下「法」という。）第５条の２及び第８条

第２項第 12 号の規定に基づき他の地方公共団体と締結した相互応援協定等と

整合性を図り、これらとあいまって円滑な広域火葬の実施及び遺体の適正な取

扱いに対応するものとする。 

第２ 事前対策計画 

１ 火葬場及び連絡担当部局等の把握 

県は、次の事項を定期的に把握し、市町村に情報提供するものとする。 

また、火葬場を設置する一部事務組合（以下「一部事務組合」という。）に

対しても、同様の扱いとする。 

(1) 県内及び近隣都県（関東地方知事会、関東甲信越静ブロック環境衛生主管

課長会及び八都県市首脳会議を構成する都県をいう。以下同じ。）内の火葬

場に係る名称、所在地、連絡先、火葬炉数、火葬炉の型式、使用燃料、周辺

交通事情及びその他必要な事項 

(2) 市町村及び近隣都県の広域火葬に係る連絡担当部局の名称、連絡先及びそ
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の他必要な事項 

２ 広域火葬等実施組織の整備 

(1) 市町村は、災害時の遺体の取扱い体制、火葬実施体制、情報伝達等につい

て、あらかじめ定めておくものとする。  

(2) 一部事務組合は、災害時の火葬実施体制、情報伝達等について構成市町と

協議し、あらかじめ定めておくものとする。  

(3) 民間の火葬場設置者にあっては、災害時の火葬受入体制、情報伝達等の整

備に努めるものとする。 

(4) 県は、前記(1)から(3)までに関して必要な協力等を行うものとする。 

３ 資器材等の確保及び関係事業者との協定締結  

市町村は、必要に応じて次の事項に係る措置を講じておくものとする。 

(1) 災害時に使用する遺体安置所の確保、棺及び遺体保存剤の確保、作業要員

の確保方法並びに火葬場までの搬送手段の確保方法及び搬送経路及びその

他必要な事項 

(2) 発災時における資器材の確保を目的とした葬祭業者、霊柩車運行業者等の

関係事業者又は関係団体との協定の締結  

(3) 遺体の搬送及び資器材の搬送に使用を予定している車両については、法第

７６条第１項に規定する緊急通行車両として、県公安委員会に事前に確認を

受けておくものとする。  

４ 情報伝達手段等の整備 

県は、市町村、火葬場設置者及び近隣都県間の広域火災の円滑化を確保する

ために必要な情報伝達の手順、書類様式等をあらかじめ定めておくものとする。 

５ 広域火葬の模擬計画及び訓練 

(1) 市町村及び火葬場設置者は災害の種類及び規模、死亡者数及び所在、火葬

場の被害状況、周辺交通事情等、複数の被害状況を想定し、各状況に応じた

広域火葬の模擬計画の作成に努めるものとする。  

(2) 県は、必要に応じて次の事項を行うものとする。  

ア 市町村等関係者に対する広域火葬計画の周知徹底 

イ 被害想定に応じた広域火葬訓練の実施 

第３ 発災時対応計画 

１ 広域火葬支援班の設置 

県は、広域火葬が必要であると判断した場合は、広域火葬支援班を保健福祉

部環境衛生課に設置（法に基づく災害対策本部が設置されている場合は、同本
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部とする。）し、情報の収集及び災害規模等に応じた応援可能な火葬場の選定

を行い、効率的な広域火葬を推進するものとする。 

２ 被災状況の把握 

(1) 火葬場を設置する市町及び一部事務組合（以下「火葬場設置市町等」とい

う。）は、災害発生後、速やかに火葬場の被災状況、火葬要員の安否及び出

動の可能性並びに火葬能力等の把握を行い、県に報告するものとする。 

(2) 民間の火葬場設置者は、前記の報告を行うよう努めるものとする。 

(3) 被災市町村は、災害発生後、速やかに区域内の死者数の把握を行い、県に

報告するものとする。 

(4) 県は、前記(2)及び(3)の報告並びに神奈川県防災情報ネットワークシステ

ムにより被害状況を把握し、速やかに厚生労働省に報告するものとする。 

３ 広域火葬の応援・協力の要請 

(1) 被災市町村は、広域火葬が必要と判断したときは、速やかに県に対して広

域火葬の応援を要請するものとする。 

(2) 県は、被災市町村からの応援要請又は県自らの判断により、火葬場設置者

及び必要に応じて近隣都県に対し、広域火葬の応援依頼を行うとともに、厚

生労働省にその旨を報告するものとする。 

(3) 県は、県内の火葬場及び近隣都県だけでは広域火葬への対応が困難である

と判断した場合は、速やかに厚生労働省に対し近隣都県以外の道府県（以下

「他の道府県」という。）への応援要請を依頼するものとする。 

(4) 県及び火葬場設置市町等は、県内又は近隣都県内で大規模災害が発生した

ときは、速やかに広域火葬の応援体制を整え、積極的に対応するものとする。 

(5) 県及び火葬場設置市町等は、厚生省より他の道府県への広域火葬の応援要

請があったときは、積極的にこれに対応するものとする。 

(6) 民間の火葬場設置者は、前記(4)及び(5)と同様の対応に努めるものとする。 

４ 火葬場の割振り及び調整 

(1) 県は、火葬場設置者、近隣都県及び他の道府県の広域火葬の応援承諾状況

を整理し、被災市町村ごとに火葬場の割振りを行い、これを被災市町村に通

知するとともに、応援を承諾した火葬場設置者、近隣都県及び他の道府県に

対し応援依頼の通知を行うものとする。 

(2) 被災市町村は、県の割振りに基づき、遺体安置所及び遺族が保管している

遺体について火葬場の割振りを行い、応援を承諾した火葬場設置者と火葬の

実施方法等について詳細を調整するものとする。 
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(3) 被災市町村は、被災規模、交通規制状況等の非常事態のため火葬場が限定

されていること等を遺族に対して説明し、当該市町村が遺体を直接割り振ら

れた火葬場に搬送することについて同意を得ることに努めるものとする。 

５ 火葬要員の派遣要請及び受入 

(1) 火葬場設置者は、当該火葬場の職員が被災したために火葬場の稼働ができ

ない場合は、県に対し火葬要員派遣の手配を要請するものとする。 

(2) 県は、火葬場設置者からの要請に基づき、他の火葬場設置者又は近隣都県

に対し、火葬要員の派遣について依頼するとともに、厚生労働省にその旨を

報告するものとする。 

(3) 県は、県内の火葬場及び近隣都県だけでは火葬要員の確保が困難であるこ

とが判明した場合は、厚生労働省にその旨を報告し、他の道府県等の応援を

依頼するものとする。 

(4) 県及び火葬場設置市町等は、県内又は近隣都県内で大規模災害が発生した

ときは、火葬要員の応援依頼を踏まえ速やかに応援体制を整え、積極的に対

応するものとする。 

(5) 県及び火葬場設置市町等は、厚生労働省より他の道府県への火葬要員の応

援要請があったときは、積極的にこれに対応するものとする。 

(6) 民間の火葬場設置者は、前記(4)及び(5)と同様の対応に努めるものとする。 

６ 遺体の取扱い 

(1) 死者に対する礼を失することなく、遺体の適切な取扱いをすることを念頭

に行動する。 

(2) 被災市町村は、火葬の実施までに時間を要する場合には、遺体数に応じた

十分な数の遺体安置所の確保、遺体の保存のために必要な物資の調達、作業

要員の確保など、遺体の取扱に係る必要な措置を講ずるものとする。 

(3) 県は前記(2)の遺体の保存のために必要な物資の調達及び作業要員の確保

について、被災市町村より要請があったときは、これに応ずるものとする。 

(4) 被災市町村は、前記(2)により遺体を取扱う場合は、別添「遺体の取扱い

に対する心得及び遺体適正処理ガイドライン（案）」を実施基準として行う

ものとする。 

７ 遺体等の搬送手段の確保 

被災市町村は、火葬場までの遺体保存のための資器材の搬入車両及び遺体を

火葬場まで搬送する車両は、あらかじめ県公安委員会の確認を受けた緊急通行

車両を用いるものとする。 
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なお、緊急通行車両が十分に確保できない場合は、自衛隊、関係業者等の協

力を県に要請するものとする。 

８ 相談窓口の設置  

被災市町村は、広域火葬を円滑に実施するために相談窓口を設置し、広域火

葬に係る情報提供を行うものとする。 

９ 災害以外の事由による遺体の火葬 

被災市町村は、当該市町村の区域内の自然死、病死等災害以外の事由による

遺体の火葬についても広域火葬の対象とし、相談窓口において火葬の申込を受

付けるものとする。 

10 火葬に係る特例的取扱い  

(1) 市町村及び火葬場設置者は、被災市町村が迅速な火葬許可事務の実施が困

難であると認められる場合には、戸籍確認の事後の実施等、実態に応じた事

務処理を行うものとする。 

(2) 県は、市町村等から前記(1)に係る協議があったときは、直ちに厚生労働

省に照会し、その結果を市町村等に連絡するものとする。 

11 火葬状況の報告 

(1) 被災市町村は、自ら設置する火葬場における火葬実績及び近隣被災市町村

から搬入した広域火葬実績を災害による遺体とその他の原因による遺体と

に区分して、県に日報として報告するものとする。 

(2) 広域火葬を行った火葬場設置市町等（前記(1)の報告を行った市町を除く。）

及び民間の火葬場設置者は、災害による遺体とその他の原因による遺体とに

区分して、県に日報として報告するものとする。 

(3) 県は、県内の火葬場からの日報をとりまとめ、厚生労働省に報告するもの

とする。 

12 引取り者のない焼骨の保管  

被災市町村は、引取り者のない焼骨については遺骨保管所等に保管するもの

とする。 

附 則 

この計画は、平成１０年１２月２４日から適用する。 

附 則 

この計画は、平成１１年６月１日から適用する。 

附 則 

この計画は、平成１５年４月１日から適用する。 
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附 則 

この計画は、平成１７年４月１日から適用する。
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◆市役所防災資機材倉庫 ◆消防本部防災資機材倉庫

品　　　　　　名 規　　　　格 数量 備考 品　　　　　　名 規　　　　格 数量 備考

 発動発電機 ８００Ｗ 3  懐中電灯 強力ライト 2

 投光器 ３００Ｗ 5  懐中電灯 ＦＦ－１５４ 5

 コードリール ２５Ｍ 4  懐中電灯 Ｋ－１３０ 1

 延長用コードリール ３０Ｍ 1  懐中電灯 Ｈ１６４Ｐ 2

 投光器用三脚 4  トランジスターメガホン 1

 発電機用工具 2  トランジスターメガホン サイレン付 1

 回転灯（大） ４０Ｗ 1  メガホン 17

 回転灯（小） １２Ｗ 4  仮設トイレ（ベンクイック） ベンクイック 12

 回転灯用三脚（大） 4  給水容器 キュービージャグ１０Ｌ 3,800

 回転灯受皿 3  災害用毛布 真空パック 1,000

 かけや 木製丸型 8  救急箱 アルミ製、５０人用 1

 大ハンマー ４．５ｋｇ 5  救急箱 プラスチック製、２０人用 2

 金てこ 32ｍｍ×1,800ｍｍ 52  サバイバルフーズ クラッカー  (一部野菜ｼﾁｭｰあり) 40,800 食

 のこぎり ３３ｃｍ 5  災害弱者用食料 おかゆ 2,040 食

 かま 3  乳児用食料 粉ミルク 1,248 食

 両口つるはし 4  給水タンク ８００Ｌ 1

 角スコップ 10  雨カッパ 青色 30

 丸スコップ 10 折りたたみ式リアカー ｱﾙﾐ製 6 仮保管

 加工番線 ２００本入 1 間仕切りユニット 150 仮保管

 安全帯 4

 担架 3 品 　　名 規　　　　　　格 数量 備考

 テント ３間×２間 4  バリケード  Ａ　型 20

 テント ４間×３間 1  両口つるはし 2

 ウォーターバルーン １０トン用 1  角スコップ 10

 ウォーターバルーン １トン用 7  丸スコップ 10

 臨時給水栓 7  かけや  １５０¢かし 3

 ポリタンク １８リットル 79  大ハンマー  ４.５kg 3

 ポリタンク １０リットル 14  金てこ 32ｍｍ×1,800ｍｍ 2

 ポリタンク ３リットル 3  燃料タンク  １０L 1

 土のう袋 6,826  土のう袋 500

 Ａ型バリケード 災害対策本部名入　市11鳶32 ４３　 43  担架 3

 ロープ 太１２ｍｍ、長２００ｍ 10  メガホン 5

 トラロープ ５０ｍ 4  救急箱  ５０人用 1

 長靴（腰下） ２７ｃｍ 1  救急箱  ２０人用 1

 長靴（腰下） ２６ｃｍ 2  発電機  ﾎﾝﾀﾞ EB1500X 1

 長靴（腰下） ２５．５ｃｍ 3  投光器  Ｋ－５００ 1

 雨カッパ 青色 61  コードリール  ＧＴ－３０ 1

 雨カッパ 黄色 6  三　脚  Ｋ２ 1

 木くい １ｍ 30  給水タンク  ＬＬ－３００ 1

 トビ 3  テント ３間×２間 1

 身障者用仮設トイレ 1  給水容器 キュービージャグ１０Ｌ 200

※　１倉庫あたりの数量

５－４　防災倉庫備蓄品
平成１９年４月１日現在

◆分団車庫併設防災資機材倉庫（中央・綾北・寺尾・早園・綾西・綾南）
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※１箇所あたりの数

◆市公共施設防災資機材倉庫 ◆自治会コミュニティ助成防災資機材倉庫

品 　　名 規　　　　　　格 数量 備考 品 　　名 規　　　　　　格 数量 備考

 担架 5  担架 5

 メガホン 5  メガホン 5

 乾電池 単２ メガホン用 40  乾電池 単２ メガホン用 40

 スコッチコーン 20  スコッチコーン 20

 救急箱 ５０人用 2  救急箱 ５０人用 2

 チェーンソー 2  チェーンソー 2

 テント ３間×２間 3  テント ３間×２間 3

 給水タンク ３００Ｌ 2  給水タンク ３００Ｌ 2

 コードリール ３０ｍ 7  コードリール ３０ｍ 7

 給水容器 キュービージャグ１０Ｌ 500  給水容器 キュービージャグ１０Ｌ 500

 燃料タンク １０Ｌ 5  燃料タンク １０Ｌ 5

 災害用毛布 真空パック 200  災害用毛布 真空パック 200

 懐中電灯 強力ライト 10  懐中電灯 強力ライト 10

 乾電池 単１ 懐中電灯用 40  乾電池 単１ 懐中電灯用 40

 土のう袋 800  土のう袋 800

 両口つるはし 10  両口つるはし 10

 丸スコップ 10  丸スコップ 10

 角スコップ 10  角スコップ 10

 かけや 木製丸型 10  かけや 木製丸型 10

 大ハンマー ４．５ｋｇ 5  大ハンマー ４．５ｋｇ 5

 のこぎり ３３ｃｍ 5  のこぎり ３３ｃｍ 5

 ロープ 太１２ｍｍ、長２００ｍ 2  ロープ 太１２ｍｍ、長２００ｍ 2

 万能シート ３間×４間 100  万能シート ３間×４間 100

 身障者用仮設トイレ 2  身障者用仮設トイレ 1

◆小学校防災備蓄室（１０校） ◆中学校防災備蓄室（５校）

品 　　名 規　　　　　　格 数量 備考 品 　　名 規　　　　　　格 数量 備考

 担架 5  担架 5

 メガホン 5  メガホン 5

 乾電池 単２ メガホン用 40  乾電池 単２ メガホン用 40

 救急箱 ５０人用 2  救急箱 ５０人用 2

 チェンソー 2  チェンソー 2

 テント ３間×２間 3  テント ３間×２間 3

 給水タンク ３００Ｌ 2  給水タンク ３００Ｌ 2

 コードリール ３０ｍ 7  コードリール ３０ｍ 7

 仮設トイレ 1  仮設トイレ 1

 身障者用仮設トイレ 1  身障者用仮設トイレ 1

 災害用毛布 真空パック 200  のこぎり 6

 給水容器 キュービージャグ１０Ｌ 500  災害用毛布 真空パック 400 ※

 燃料タンク １０Ｌ 5  給水容器 キュービージャグ１０Ｌ 500

 懐中電灯 強力ライト 20  燃料タンク １０Ｌ 5

 乾電池 単１ 懐中電灯用 80  懐中電灯 強力ライト 10

 土のう袋 1,600  乾電池 単１ 懐中電灯用 40

 両口つるはし 20  土のう袋 800

 丸スコップ 30  両口つるはし 10

 角スコップ 30  丸スコップ 10

 かけや 木製丸型 10  角スコップ 10

 大ハンマー ４.５ｋｇ 10  かけや 木製丸型 10

 金てこ 32ｍｍ×1,800ｍｍ 5  大ハンマー ４.５ｋｇ 5

 ロープ 太12ｍｍ、長200ｍ 2  金てこ 32ｍｍ×1,800ｍｍ 5

 ガスコンロ 5  ロープ 太12ｍｍ、長200ｍ 2

 スコッチコーン 40  スコッチコーン 20

 万能シート ４間×６間 100  万能シート ４間×６間 100

※発電機･投光器設置校６箇所（綾瀬小、綾北小、天台小、早園小、綾西小、綾南小） ※トイレットペーパー、生理用品、紙おむつ設置６箇所（消防倉庫、北の台小、綾北小、寺尾小、早園小、綾南小）

（ｺﾐｭ助倉庫を除く公共施設避難所＋寺尾公園・市民スポーツセンター） （寺尾南自治会館・早園地区センター・大上保育園・綾南地区センター・小園児童館・ながぐつ児童館）

※身障者用仮設トイレは、収納スペースの関係で１基のみ配置。残り１基は消防倉庫。

※エアーテント設置校６箇所（綾瀬小、綾北小、天台小、早園小、綾西小、土棚小） ※綾瀬中及び北の台中は、各々災害用毛布（真空パック）200枚




